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        第二章　震災アンケート報告書　[2012.1.17発行]

        
            Ⅰ．調査の目的

            　『2011年3月11日の東日本大震災直後、72時間以内、それ以降、人々はどのような行動をとったのか。また、常日頃から消費生活関連に関心が高い専門家集団であるNACS会員およびその関係者は、地震などの天災に備えどのような準備を行い、今回、その効用はどうだったのか』を中心に、また『今後の災害に対し、何か参考になるものや、再発防止に役立つものはないのか』を模索するために、東北支部の会員を通じてアンケート調査を実施した。

            　震災以降、津波・浸水地域の情報は、報道機関等で詳しく紹介されているが、被災した宮城・福島・岩手・青森(一部地域)各県の内陸部の他、近隣の秋田・山形両県の震災当日の状況は、断片的にしか伝えられていない。

            　そこで、NACS会員及び関係者の行動を中心に、主に内陸部における行動パターンの分析を行い、参考事例として紹介することを目的とする。

            　

        
        
            Ⅱ．調査の概要

            1．調査対象…東北６県内のNACS会員、および在住者

            2．調査方法…会員が調査の趣旨を説明、アンケート用紙・返信用封筒を手渡し各人が記入、又は、被害の大きかった地域では一部会員が聞き取りを行い記入。

            3．調査期間…2011.7.21～2011.8.10

            4．有効回収数…196通(38.4%)

            　　会員94名×5通(470)＋追加40通　計510通配布

            　　回収数　198通(内1通 対象地域外　1通 白紙提出)

            5．集計区分…(1)災害救助法適用市町村3)の東北6県内（宮城県全域、福島県全域、岩手県全域、青森県八戸市・おいらせ町）

            　　…(1)-2　仙台市、仙台市外災害救助法適用市町村

            　　…(2)災害救助法適用外市町村（山形県全域、秋田県全域、青森県八戸市・おいらせ町外）

            6．回収内訳

            

            　

            　

            

        
        
            　

        
        
            Ⅲ．集計結果と分析

            
                1．被災した状況と行動について

                (1)当日被災した場所

                　震災が起きたのは、週末金曜日の14時46分と、日中であったため、被災した場所は「勤務先」と「自宅」がほぼ同じ比率であった。[図4]

                　アンケートの母集団がNACS会員4)およびその関係者であることから、回答者は就業者と自宅に居た主婦が多かったと想定される。

                　「外出先」の中には、研修講座中で公民館や地域交流センターに居た人や、夕食の買い物に行きその先で被災した人、東京に出張中であったという回答もあった。

                　「乗物の中」という回答では、運転中が最も多かったが、地下鉄に乗車中であった人は「地下鉄の中での地震だったので規模もわからず、止まった駅からバスに乗り換えて目的地まで出かけた」との回答であった。また、新幹線に乗車中であった人は、その後、居住地以外の避難所に避難したとの回答であったが、新幹線車内から避難所へ移動するまでの間、どのように避難誘導されたのかが気になるところである。

                　

                (2)帰宅までの所要時間

                　震災直後から公共交通機関が全て止まった。さらに、停電で信号が機能しなくなったため、多くの街中心部の交差点では車が交差しにくく大混乱であった。

                　それでも「変わらない」の回答が最も多く31.3%であったが、うち78.6%が仙台市・沿岸部以外の地域であったことから[図5]、仙台市や沿岸被災地域以外の周辺地域ではそう混乱はなく帰宅できたものと推測される。

                《帰宅するまで通常の何倍の時間がかかったか》

                　通常より所要時間が長くかかった中には、車で帰宅しようとしたものの、渋滞から抜けられず時間を要したという回答や、津波で道路が遮断され、通れる道を探して右往左往して時間がかかったという回答もあった。「通信できず、帰路手段に苦慮。翌日は徒歩通勤で2、3時間かかった」(勤務先で被災・仙台市)、「マンションの7階にある友人宅より非常階段で1階まで降り、塩釜へ帰る友人の車に便乗して帰宅したが、信号が消え、渋滞で通常の2倍かかった」(外出先で被災・仙台市)。

                　その他、宮城県内では道路等の損壊箇所も多く[参考資料1]5)、徒歩や自転車でも帰宅まで時間を要したようだ。「店舗のガラス、屋根瓦などで道路がふさがれ、道路に亀裂が入ったり、うねったりしている所が多く自転車を押しながら苦労して帰宅した」(外出先で被災・仙台市)。

                　また、「戻らない」という回答の中には混乱を避け勤務先に宿泊した人や、津波の影響により避難所で待機した人、職場で避難者を受け入れたために、その対応で戻らなかった人などで14.2％を占めた。

                

                　

                　

                　

                　

                　

                (3)帰宅の交通手段

                　各県都市部では、日常の通勤通学等にはバスや電車、地下鉄などの公共交通機関が利用されているが、一番の交通手段が自家用車というケースが多い地域もある。地震直後から、公共交通機関が絶たれたが、「車で帰宅した」と回答したうち73.8%が仙台市以外の地域であった。

                　仙台市内で見ると通常であれば徒歩で帰宅はしないものの、交通手段がなく帰れないことから、やむなく「徒歩で帰宅」との回答が車を上回ったと思われる。[図7] 　3位の自転車においても、仙台・岩沼市では「乗らずに押して帰った」という回答であった。仙台のような大都市での災害は、帰宅困難者の問題についても、今後の検討課題と考える。

                　また、震災の翌日からバス・地下鉄の運行再開までの間や[参考資料2]6)、長期間のガソリン供給不足から、車やバイクの利用をなるべく控え、徒歩や自転車で通勤や食料品・日用品の買い出しをしたとの回答が多く見られた。「自転車は飲料水の確保や買出しに(家族で)大いに使用し合った」(外出先で被災・仙台市)。

                　これらの現象を反映してか、北海道・東北の3月の自転車の販売台数は、2月の6倍と大幅に増えている。[参考資料3]7)

                

                (4)震災直後の初動

                　震災直後、最初にとった行動について聞いたところ「家族等の安否確認」「震災の状況確認」で59.2%を占めた。[表8]

                　回答者の多くはすぐ家族、肉親や友人の安否確認を行い、あわせて余震や津波が襲来するかなど、周辺状況の情報収集、確認をしたと思われる。

                　また、「家族友人等の安否確認」を行った人の内訳を見てみると、勤務先・外出先・乗物の中と、自宅以外にいた人が76.3%を占めていた。[図8]

                　勤務先で被災した中には、まず我が身の「安全確保」を行い、地域住民の「避難誘導」をも行ったとの回答もあった。

                　これは私たちが、今回のような非常時に、咄嗟にどのような行動を多くとるのかを示唆している興味深いデータである。

                　

                (5)り災・被災証明申請状況

                《以下、被災状況の内訳(複数回答)》

                　回答者の64.1%は申請したものの、被災した33.8%の人は申請していなかった。[図9]「申請していない」の回答の中には、「我慢できる範囲内だったので、行政に相談など必要と感じなかった」(被害小・盛岡市)、「広報紙、広報車から情報を収集したが、大きな不満はなし。申請・問合せせず」(一部損壊・仙台市)など、地震による被害が実際あっても[参考資料4]8)被害程度を自己判断し、申請しなかったものと考えられる。

                　当初、震災翌日から5月中旬にかけて行政が被災宅地・建築物応急危険度判定調査を行ったため[参考資料5]9)、危険度判定とり災証明が異なること10)を被災者が理解していなかったと思われる。また、時間をかけて一部損壊の認定を受けたとしても、全壊、大規模半壊、半壊の認定とは異なり各種支援制度がほとんど受けられないことなどが一因であると思われる。

                　被災者および原発事故による避難者への高速道路無料開放の際、り災証明か被災証明を提示することになっていたが11)、り災証明の認定発行にかなりの時間を要しているため、大規模半壊・半壊・一部損壊と回答した62名中15名(24.2%)は、り災証明の他に別途被災証明も申請・取得していた。

                　

                (6)避難所に避難したかどうか

                《以下、避難理由・避難先内訳(複数回答)n=38》

                ・避難所ではなく実家や友人宅に避難した/15(39.5%)

                ・ライフラインが途絶えたので避難した/12(31.6%)

                ・原発の影響で避難した/6(15.8%)

                ・地震、津波で自宅が被害にあったので避難した/4(10.5%)

                ・居住地外で被災したので避難した/3(7.9%)

                ・自宅、避難所ではなく車中で過ごした/2(5.3%)

                ・ホテルに泊まった/2(5.3%)

                ・避難所がわからなかったので市役所へ行った/1(2.6%)

                ・余震や津波が怖くて避難した1(2.6%)

                ・行政より避難勧告を受け避難した/1(2.6%)

                ・避難所が満員で入れず、避難指定外の場所へ避難した/1(2.6%)

                ・マンション1Fの集会所に避難した/1(2.6%)

                　

                　回答者の25.5%は「避難した」が、71.7%の人は避難しなかった。[図11]

                　「避難しない」の回答の中には、避難しないのではなく、指定避難所が満杯で入れなかったり、避難所がわからず避難できなかったりした人がいた。

                　避難できなかった人の回答の中には、「指定避難所が満杯で入れず、指定されていない所へ避難した」「避難先が入れないということで自宅に居た」(共に自宅で被災・仙台市)「居住地以外で被災し、避難所がわからず散々歩き回ってから市役所へ行った」(勤務先で被災・仙台市)、「避難所まで行ったが人が押し寄せ座る場所もない状態だったので、やむなく父が入院していた廊下でイスに座ったまま夜を過ごした」(外出先で被災・仙台市)など一旦は避難所へ行ったものの、満杯で入れず引き返した人も多かったようだ。

                　このことから震災当日は、避難所に一度に多くの被災者が押し寄せたため、対応が追い付かない状況であったようだ。

                　また、翌日以降、指定避難所が危険判定を受け、立ち入り禁止となったところもあり、市民センターが避難所または、行政からの情報伝達拠点の役割を果たした地域もあった。今後、緊急時における市民センターの活用も検討課題であると考える。

                　なお、「震災当日、幼稚園の迎えの後の帰宅時間が20時だった。夫が長期出張中のため、真っ暗な中2人の子供をかかえて避難所に行くのはしんどく、断念した。実際、13日の午前中に避難所へ行った」といった回答もあったことから、情報弱者の高齢者や障害者、妊婦や小さな子供のいる家庭はどのように行動し、誘導されたのか気になるところである。

                　おそらく、大都市である仙台市の場合、ほとんどの市民は、仙台市指定の避難場所が次のような区分になっていること[参考資料6]12)を知らないのではないだろうか。今後、日常の周知、徹底と訓練の必要性を感じた。

                

                　

                (7)ライフライン状況

                

                　

                　

                　

                

                

                　震災当日、東北電力は東北電力管内440万戸停電と推計発表したが13)、「電気」は94.9%が停電したと回答した。[図12]

                　震災発生時の3月の東北地方は、まだ寒いこの時期[震災報告書総合版4-1参考データ]14)、日中でもストーブやこたつを利用しており、長期の停電の際は、防寒対策が必須であった。また広域的に停電したものの、仙台市内（浸水地域を除く）はすぐ復旧した地域や数日後に復旧した所が多く、電気の復旧は他地域より比較的早かったと思われる。

                　中には「太陽光発電を設置しているので緊急用に少しだけ電化製品が使用できるはずだったが、使い方がわからなかったので使えなかった。震災後、使い方の紙を貼っておいた」というような注目すべき回答もあった。

                　「ガス」が止まったのは46.9%であったが[図13]、そのうち宮城県が84.8%を占めている。ガスは都市ガスやＬPガスなど各地域で配給状況が異なっていることから、復旧状況もさまざまであった。都市ガス、LPガス共に居住者立会いの下での開栓を余儀なくされたが、特に仙台市内などの都市ガスの場合、道路側のガス管と各戸敷地内のガス管の双方について確認しなければならないため、全国からの応援があっても復旧まで1～2ヶ月と長期にわたり使用できない地域も多くあった。

                　経年管対策として道路に埋設されている古くなったガス管については計画的に交換が行われている。しかし、各戸敷地内のガス管については概ね20年以上経過した場合に、腐食や地震に強いポリエチレン管への交換を勧めているものの強制力はなく15)16)、費用も各戸負担のため交換がすすんでいない現状であった。そのため、ガス管の交換工事にも時間を要したと思われる。開通した際、久しぶりに炎を見た感動は忘れられないとの声もあった。

                　「LPガス」は「LPガスは止まらなかったが、停電の為、給湯できず、台所はIHの為使用できなくなった」(仙台市)、「調理に関してはLPガスだったため特に問題なし」(八戸市)といった回答などのように、ガスコンロによる煮炊きについては問題なくすぐに使用できた。しかし、100Vの電源を使用しているガス機器(ガスコンロ、給湯器、暖房機器)は、停電時には使用できなくなるため17)「電気が止まると給湯器等が使えなくなった」という、今後の対策として参考になる回答もあった。

                　「水道」が止まったのは54.1%であったが[図14]、特に給水塔のあるマンションでは、電気が止まれば水道も同時に断水するなど、電気との相関関係がみられた。また、オール電化住宅では、電気の復旧が早くても水道が止まったままでは、浴槽に汲んできた水を溜めても温水器が満水にならない限り、風呂が沸かせないといった取扱い説明書にないような問題も露呈した。

                　仙台市では、災害に強い水道づくりの推進が掲げられ18)、22年度内に配水管整備が終えられていた太白区・若林区の一部地域は、今回の震災でも水道が止まらなかったり、止まってもすぐに復旧した。しかし、老朽化が進み耐震診断が計画されていた国見浄水場、荒巻配水所・大年寺配水所などの供給先では、復旧までに相当の時間を要した結果となった。

                　「固定電話」が通じなくなったと回答した中には、電気が通じないと使えないACアダプタ付き電話機器の問題がクローズアップした他、光回線を使用するひかり電話もまた、ひかり電話停電対応機器を使用していない場合には通じなくなった19)。

                　一方、「電話は古いダイヤル式につけかえて使った」(八戸市)のように、昔からの黒電話機が通じたなどの回答も見られた。これは、ACアダプタを必要としない一般の電話機器の場合、電話線より通話に必要な電源供給を受けているため、電話回線等に障害が生じていない限り停電の影響を受けないからである。ただし、黒電話機であってもプッシュ回線や光回線の場合は使用できない。災害時に通話制御20)がなされるため、つながりにくくはなるものの、電話機器についても、停電対策が必要であるかもしれない。

                　「携帯電話」については、震災直後、最初にとった行動の中で最も多かった「家族等の安否確認」の回答の中で「直後はメールも届いたが、その後は不通となる」(勤務先で被災・仙台市)、「携帯電話でメール送信、地震の30分～1時間後にはすでにつながらなくなっていた」(外出先で被災・福島市)、「家族へ連絡を取ろうとしたが携帯つながらず連絡は取れなかった」(勤務先で被災・仙台市)など、携帯電話を使用した人が多く、直後に災害伝言ダイヤルはほとんど利用されていなかった。こういった緊急時にも慌てないように家族間の連絡方法を確認し、取り決めておく必要があると考える。

                　通話やメールがつながりにくかったのは、携帯電話各社の通信基地局が停止した他、発信規制が行われたためだが[参考資料7]21)、パケット通信の発信規制が低かったことから比較的メールは届いたようだ。また、停電により携帯電話の充電ができず使用できなかった人も多かった。

                　災害時の通話制御に関して、災害時の通話制御を受けない災害時優先電話には、公衆電話も含まれるとある20)。このことから、固定電話や携帯電話がつながらない間は、NTT東日本管内の公衆電話無料化(4月15日まで)が行われたが22)、ピンク電話は対象外であったり、機種によっては一旦硬貨もしくはテレホンカードの投入をしなければ使用できないことが知られていなかったため、利用できないと思い込んでしまった人もいた。

                　また、電話ボックスや公衆電話は、携帯電話の普及とともに多くが廃止されたり、撤去されたりしていることから、常日頃より自宅近くや通勤経路上の公衆電話の在る場所などにも注意しておく必要があると思われる。

                　総務省情報通信審議会では「災害等緊急時における有効な通信手段としての公衆電話の在り方 答申(案)」がまとめられ、意見募集が行われた23)。

                　「インターネット」についても「固定電話」と同様に、特に光回線など電気が通じないと使えなくなるケースが多かった上、光ファイバーケーブルが寸断された地域もあった。[参考資料8]8)

                　また、地震による振動や机上からの落下などによりパソコン自体が壊れたり、不具合が生じたりして使えなかったという回答もあった。

                　「アマチュア無線」に関しては、免許やアンテナ設置などが必要なことからも「未使用」が81.1％と大半を占め[図18]、災害時の通信手段としては、ハードルが高いようだ。

                　このほか、196名中3名(福島市、福島・浅川町、山形・鶴岡市)はライフラインには全く影響がなかったとの回答もあった。

                　アンケート項目には含まれていない通信手段として「郵便葉書が地震発生から4日目に届いたのは驚いた」(自宅で被災・仙台市)の回答のように、日本郵便では翌12日から「ゆうパック」等の小包引受けを停止したものの、郵便物については配達困難地域(青森県、岩手県、宮城県、福島県および茨城県の太平洋沿岸・その周辺地域)においても、配達先の調査確認が行われ、避難所等にも転送された25)。ガソリン不足の中、局員が自転車で配達していたのが印象的だった。

                

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                (公社)日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会(NACS)

                　

                《消費生活アドバイザー》

                　内閣総理大臣及び経済産業大臣事業認定の資格として(一財)日本産業協会が実施している消費生活アドバイザー試験に合格した者。企業や公共団体などで消費生活問題に取り組んでいる。

                《消費生活コンサルタント》

                　(一財)日本消費者協会が実施している消費生活コンサルタント養成講座を終了し卒業論文と筆記試験に合格した者。各地の消費生活センターなどでの相談業務、消費者啓発事業などに従事している。

                《消費生活相談員》

                　経済企画庁長官の事業認可を得て、(独)国民生活センターが実施している消費生活専門相談員資格制度の試験に合格した者。国・地方公共団体等が行う消費生活相談業務に従事している。

                　

                《編集委員》

                第二章

                支部長　櫛引進一

                副支部長　秋葉賢二

                研修委員長　高橋玲子

                前研修副委員長　田辺尚代(2012.8　東日本支部へ転出)
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